
団体名
団体web
サイトURL https://chibanowafund.org

申請事業の分類① ①草の根活動支援事業

申請事業の分類② ①-2 地域ブロック

申請事業の分類③ 関東ブロック（茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、神奈川、東京、山梨）

領域① ２）日常生活又は社会生活を営む上での困難を有する者の支援に係る活動 領域②

④  働くことが困難な人への支援 -

⑤  社会的孤立や差別の解消に向けた支援 -

- -

領域③ 領域④

- - -

設立年月日
法人格取得年月日

団体概要

代表者名

代表者の役職

代表者名 2

代表者の役職 2

役員の人数

（その内）監事/監査役・会計参与の人数

置いている監事のうち公認会計士または税理士の人数

職員・従業員合計

常勤・有給・有期

常勤・有給・無期

常勤・無給(有期・無期)

非常勤・有給・有期

非常勤・有給・無期

非常勤・無給(有期・無期)

事務局体制の備考

決済責任者、経理担当者、通帳管理者のうち、決済責任者と通帳管理者が異なること

1.必要な会計帳簿が備えられている

2.業務別に区分経理ができる体制である

年間決算の監査を行っているか

1 前年度の助成件数 （件）

2 前年度の助成総額（円）

助成実績

22団体

3,092,754円

助成事業の実績内容

8
●監査

①監事で実施

6
●資金管理体制

問題なし

7

●区分経理・帳簿

問題なし

問題なし

常勤・有給1名

4

●役員

14人

2人

1人

5

●事務局職員

2人

以下、職員・従業員の内訳

0人

1人

0人

1人

0人

0人
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●団体概要
当法人は、民間からの寄付を原資に千葉県内の地域課題解決に取り組む組織・事業への資金助成、NPO等の基盤強化支援、人・物・
情報の地域資源仲介、市民や企業等の社会参加促進・協働促進を行う。 また地域課題や課題解決の取り組みに関心をもってもらい、
参加や寄付の機会を提供する地域円卓会議や遺贈寄付の促進、資源仲介事業を行っている。
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●代表者情報
牧野 昌子

理事長

-

-

-

申請事業概要

児童養護施設入所者、退所者等、適切な保護者の関与がなく強制的に自立を迫られる15歳?30歳未満の基盤の弱い若者に対する、退所前の支援（キャリア教育、生活支援等）の質的・量的拡充と、退所後の支援（就労支援、住居支
援、人材育成等）の質的・量的拡充を図り、多様な主体（施設、事業者、NPO、学校等）の連携により地域資源（第一次産業、地域産業、空き家、都市と農村等）を活用した安心して居ることのできる居場所の創出、地域とつなが
る仕事の創出をすることで、地域において退所した後も中長期につながることができる社会包摂システムを構築する。助成事業には初期投資、運営資金、人材育成、継続準備の仕組みづくりも含む。千葉県内の児童養護施設と所在
する周辺地域において、自立に向けた事業実施により、児童養護施設退所者等若者が地域で継続して働くことができ、社会から孤立せず円滑な社会生活を送ることができる社会を目指す。包括的支援体制を確立し、支援プログラム
の効果的実施と他地域・他分野への横展開も目指す。

団体組織情報

1
●設立・法人取得年月日

2012/5/11
2013/4/1

-

-

-

分野③ 分野④

副題 未記入

優先すべき社会の諸課題選択科目

分野① 分野②

2020年度通常公募_団体情報シート

公益財団法人ちばのＷＡ地域づくり基金
申請事業名

申請受付番号 2017
主題 社会的養護下にある若者に対する社会包摂システム構築事業



システム入力
誓約 チェックあり

業務1.1の確認 チェックあり

業務1.2の確認 チェックあり

業務2の確認 チェックあり

業務3 該当なし
業務3の確認 チェックあり

同意 チェックあり個人情報保護に関する基本方針の同意

誓約確認等
欠格事由に関する誓約

業務に関する確認
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当団体は多くの市民からの寄付により設立した市民コミュニティ財団であり、助成原資は民間からの寄付であるため、資金使途、実績、成果について透明性を重視し広く周知している。また、当団体が優先的に取り
組む必要があると判断した地域社会の課題について基金を創設し、広く周知し寄付を促進している。 地域課題に取り組む公益活動団体が自ら資金調達、支援者を獲得できるようにサポートすることが役割の一つでも
あるため、当団体との関係だけに終わらないように集合研修や成果報告会を開催し、団体間の連携や企業との連携につながるよう工夫をしている。寄付募集プログラムでは、15団体に寄付募集や組織基盤強化の伴走
支援を行い、助成を実施している。これまで伴走支援を行なった団体では、事業の性質に合った資金調達が行われるようになり、自走している団体も複数ある。 災害時には迅速に現地支援団体への助成が可能となる
体制を構築し対応している。 助成実績としては、10プログラム95事業約3000万円を助成している。分野別でいうと、子ども・子育て分野：52事業2000万、高齢者・障害者・生活困窮者：20事業500万、まちづく
り：7事業140万、災害：30事業400万となっている。


